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海事産業強化法 ― 造船・海運分野の施策について ― 

 

造船業や海運業など、日本の海事産業の基盤強化を図る「海事産業強化法」（正式名称：海事産

業の基盤強化のための海上運送法等の一部を改正する法律）が、2021 年 5 月 21 日に公布されまし

た。本法は、造船・海運・船員に関連する既存の 6つの法律の改正を定めたもので、2021 年 8月に

は海上運送法と造船法の改正法が施行されました。本稿では、海事産業強化法の概要と、2021 年     

8 月に施行された改正法が定める施策についてご紹介します。 

１．海事産業強化法について 

（１）背景 

日本の造船業は、公的支援を背景とした中国・韓国の造船業から低価格競争を強いられるとと

もに、新型コロナウイルス感染症の影響等により、2020 年には受注済み工事量が大きく減少し

ました。また海運業では、熾烈な国際競争によって、日本荷主向けの長期安定契約を主とした

事業モデルは相対的に縮小し、第三国輸送や、海洋資源開発・再エネルギーなどの新規事業等

で国際競争に勝ち抜くことが迫られています。さらに、内航船員の 46％が 50 歳以上と船員の

高齢化が顕著で、若手船員の定着が課題となっています。これらの課題克服と、造船・海運・

担い手（船員）が好循環を生み出しながら成長することを目的として、海事産業強化法が成立

しました。 

              我が国海事産業の目指すべき姿（内閣府ＨＰから引用） 

（２）概要 

海事産業強化法が定める法律改正の概要は以下のとおりです。 

・「海上運送法」「造船法」： 計画認定制度の創設（次項で取組の概要を解説します） 

・「船員法」       ： 労務管理責任者の選任、船員の労働時間の管理等 

・「船員職業安定法」   ： 船員派遣の場合の派遣先での適切な労務管理の実施 

・「内航海運業法」    ： 内航海運業に係る契約の書面交付義務、荷主に対する勧告・ 

公表制度の創設、船舶管理業の登録制度の創設等 

・「船舶安全法」     ： エンジン等の遠隔監視を活用した検査簡素化制度の創設 
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２．造船・海運分野の競争力強化に向けた施策 

海事産業強化法が定める法律改正のうち、造船法と海上運送法の改正法が、2021 年 8 月 20 日に

施行されました。船舶の供給側・需要側両面の施策により好循環を創出することが目的です。施策

の概略は以下のとおりです。 

（１）「事業基盤強化計画認定制度」の創設（造船法の一部改正） 

造船・舶用事業者が作成する生産性向上や品質向上、事業再編等の計画を、国土交通大臣が認

定・支援する制度です。支援の内容として下記が掲げられています。 

金融支援  日本政策金融公庫より融資を受けた指定金融機関が事業者に対し、

長期・低利の融資を実施 

税制の特例 会社設立・合併、不動産売買等の登録免許税を軽減 

計画作成への補助金  事業再編を含む事業基盤強化計画が作成される場合に、事業業調査

の費用を補助 

（２）「特定船舶導入計画認定制度」の創設（海上運送法の一部改正） 

「事業基盤強化計画」の認定を受けた造船事業者で特定船舶※を建造する場合に、海運・造船

事業者が共同で作成する「特定船舶導入計画」を、国土交通大臣が認定・支援する制度です。

支援の内容として下記が掲げられています。 

※安全・低環境負荷で、船員の省力化に資する高品質な船舶 

金融支援  日本政策金融公庫より融資を受けた指定金融機関が事業者に対し、長期・低利

の融資を実施 

税制の特例 「国際船舶」の要件を満たす特定船舶：固定資産税の課税標準を軽減 

「先進船舶」の要件を満たす特定船舶：法人税・所得税の一部を特別償却 

その他 鉄道・運輸機構（JRTT）共有船舶建造制度における共有割合拡大と利率軽減等 

                             （国土交通省ＨＰから引用） 

３．まとめ 

海事産業強化法が成立し、海運と、これを支える物的・人的基盤の強化に向けた取り組みが進められて

います。造船・海運分野の競争力強化の観点では「事業基盤強化認定制度」や「特定船舶導入計画認定

制度」の創設が、船員の働き方改革・内航海運の生産性向上の観点では船員の労務管理等の取り組みが

進められることとなります。これらの取り組みを通じて、海事産業全体の基盤強化が図られ、国民生活の安

定と経済の持続的成長が実現されることが期待されます。 
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